
書式第 12号 (法第 28条関係) 事 業 報 告 用

平成 30年度  事 業 報 告 書
平成 30年 4月 1日 から 平成 31年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 言論NPO
1 事業の成果

言論NPOの シンクタンクとしての事業は、世界の課題解決、北東アジアの平和構築、民主主義の立て直しという3つの事業を実

施し、これらの事業は世界的に注目を集めるなど、大きく動き出すことができました。

平成31年 3月 に開催した「東京会議」では、米中対立が激しくなる中、米中通商交渉の直後に東京を舞台に、世界10カ 国のシン

クタンク間でコンセンサスをまとめ、G7の議長国であるフランス政府、G20の議長国である日本政府に提案するという歴史的な会

合になり、世界的にも注目されました。

また、北東アジアの平和については、米中両国を同じテーブルに乗せ、北東アジアに平和秩序をつくるという作業の開始に向け

て着手することができました。こうした多国間の対話は平成30年 10月 の「第14回 東京―北京フォーラム」で平和宣言を出し、中

国との間で北東アジアの平和に向けた多国間の協議メカニズムを民間でつくることで合意し、可能となりました。この協議の際

に、北東アジア地域での平和原則として「不戦」と「反覇権」の 2つで中国側と合意しています。この合意を踏まえてアメリカの

シンクタンク等と協議を行い、アメリカが多国間の議論の枠組みに加わることが決定し、更に韓国のシンクタンクも加わり、日米

中韓という4カ国がテーブルにつくという対話の準備会合が平成31年 1月 に行われました。

民主主義の事業については、これまで日本国内で行ってきた民主主義の議論に加えて、ヨーロッパのシンクタンクと連携して設

間を共有した世論調査を行い、民主主義を考える上での課題を明らかにするなど、世界の代表制民主主義が市民の信頼を失ってい

るとの分析に焦点を当て、11月 には、欧州の大臣経験者や著名なジャーナリストを招聘して対話を行いました。さらに、東南アジ

アの次世代のリーダーと目する政治家がこうした枠組みに参加することに賛同し、同じく11月 にはその初会合が行われました。

こうした取り組みを全て英語で発信し続けた結果、米国ペンシルバニア大学のシンクタンクランキングで、言論NPOはアジアで

52位に入り、言論NPOが 18年 目で初めてンンクタンクとして世界で認知されるに至りました。さらに、ミュンヘン安全保障会議な

ど、世界的なベストカンファレンスの中で、言論NPOの取り組みが引用されるに至っています。

言論NPOへの注目は、日本国内のみならず、世界でも非常に高まっており、特に、「東京―北京フォーラム」「日韓未来対話」
「日米中韓 4カ 国対話」といった、北東アジアの平和構築に向けた取り組みは、民間外交の先進的な実践として海外から高い注目

を受けています。その結果、平成30年、言論NPOの活動は国内・海外合わせて425件、メディアで取り上げられました。

また、言論NPOは、その時々のテーマに見合った公開型のフォーラムを適宜実施しています。平成30年度は日本の将来課題や世

界の課題を軸に15回の言論スタジオや言論フォーラムを行い、各界の論者、47氏が出席し、議論には合計400人が聴衆として参加

しました。その議論の内容は、言論NPOのウェプサイトにて日本語と英語で発信しており、平成30年度のウェブサイト訪間者数は

190,888人 、ページビューは453,029件 となりました。さらに、こうしたフォーラムでは可能な限り、日本の有識者のアンケート結

果を公表しており、9回のアンケートに対し1877人からご回答いただくなど、幅広い人たちがより参加できるような仕組みづくり

に努めています。

こうした活動は、米国IRS(内 国歳入庁)の評価手法を参考に、ガバナンス強化の一環として独自に策定した「自己評価システ

ム」によって非政治活動、非宗教活動であると評価し、第二者の有識者である言論監事にも評価内容が適正と判定されています。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事業内容 実施日時 実施場所
従事者
人数

受益対象者の範
囲及び人数 支出額 (千 円)

1)「世界の課
題解決」事業

o(第3回 )「東京会議2019」 開催.米中対立が激化する中、

世界10ヵ 国のシンクタンクの代表者がG7議長国(フ ランス)、
G2

0議長国(日 本)へのメッセージを採択

o世界シンクタンク会議 (CoC)年 次総会等への参加

と、各国シンクタンクとの意見交換

o国際秩序や世界経済の不安定化といった世界的な課題の

解決に向けた議論の世界的発信.

平成30年 4月

～31年 3月

ホテルオーク

ラ東京 .事 務

所

50名 一般 105,187

2)「 アジアの

平和構築」
o日 中有識者約90人、参加者2千人を超える人を集めた「第1

4回東京・北京フォーラム」を10月 に東京で開催.

0日 中共同世論調査・有識者アンケート結果を公表.

o韓国シンクタンクと共催で「第6回 日韓未来対話」をソウルで

開催。日韓共同世論調査の実施と公表.

o日 米中韓の有議者を招き、日米中韓4ケ 国対話の開催。

o日 米対話の実施

平成30年 4月

～31年 3月

事務所、東京

プリンスホテ

ル、学士会館、

国 際 文化 会

館、ホテルオ

ークラ東京

240名 一般 89 388

3)「 民 主 主
義」事業

o民主主義に関する世論調査。調査結果公表に基づいた冽
ジア4カ国から次世代の政治リーダーが参加し第4回 アジ

ア言論人会議を開催
o「代表制民主主義は信頼を回復できるのか」をテーマに

識者が議論.

o議論の内容を世界のネットワークを通じて発信。

o「エクセレントNPO大賞」表彰式の開催

平成30年 4月

～31年 3月

事務所、ホ引

ルオークラ司
京、ホテルニ

ュ ー オ ー タ

ニ、毎日ホー

ル等

50名 般 10,969

oその他の活
動

oモーニングフォーラム.公開フォーラム等 平成30年 4月

～31年 3月

事務所、パ レ

スホテル等
50名

一般
1,168

(2)その他の事業  今期、収益事業は行わなかった



平成30年度 第18期 特定非営利活動に係る事業会計 活動計算書

平成30年4月 1日 から平成31年 3月 31日 まで
特定非営利活動法人言論エヌピーオー

科  目

54,795,302

169,360,919

2.672,161

226.828,382

1.602,000

4,920,000

4.000,000

3.000,000

5.541,394

3,500,000

931,908

31,300,000

21.162,919

148,198,000

24,245

13,524

919,000

1,715,000

392

219.022.619
219,022,619

7.805.763

353.497

505,699

7.653.561

70,000
7.580,561

9,610,212

17.193.773

5,000,000

52,207,521

6,462.929

38.157,930

1,172,898

580,063

952.568
18.494,424

31.838,187

47,141,316

325,357
28,140

234,056

214,500
7,143

91,463
4.433,356

698,007
345.520

5,128,949

150,490

115,750

43,200
914.283
60,339

791,434

3,769,485

466.507

(資金収支の部)

: 経常収益

1受取寄附金

一般会員/学生会員会費寄附

基幹会員会費寄附

法人会員会費寄附

活動本体寄附(法人)

83人

51人

2社

2社

7社+1団体

7社

80人 +当 日17人 =97人

29社

エクセレントNPO大賞寄附(法人)

日韓未来対話寄付 (法人)

活動本体寄附(個人)

中国事業特別寄附(29法人)

2受取助成金等

助成金(第 14回東京―北京フォーラ
ム、日米北東アシ・ア平和会議、日 4団体 (国際交流基金、LUCE財団、
米中韓マルチ対話、中央区ふるさと東芝国際交流財団、中央区)

納 3t)

外交・安保調査研究事業補助金 平成30年度事業(発展型、総合)

3その他収益

雑誌販売

コンテンツ提供、その他

自綸プックレット、アマゾン、TBF車告書

ヤフー(コンテンツつ晴供)ニュース記事

参加費

のべ326人分

銀行普通預金利息

記念フォーラ苺各種イヘ・ント参加費
収入

モーニングフォーラム等会費

受取利息

経常収益計

肛 経常費用
言論プログプックレットノ報告書製作晏書籍・報告書・プッタレッ}発行無し
役員報酬
給料手当等
法定福利費/福利厚生費

旅費交通費

電話代/通信費
郵送料・運賃
傷害保険料
地代家賃

会議費

君毒薫
代

備鷲信混賃巽鬼繕費
コピー代、印刷代

蒙覆暴康
費

支払手数料

蝸〔
外注費

雑費、雑損失

広告真伝費
経常費用計

::【 経
1窃幾釜 …借■こキ‐・

    
当期経常増減額

Ⅳ経
抒

磯』冒写
1編絡模ζ膚島誕湯蹟

'滉
I廻諸罷護]富狙:,607

:]:3椰



平成30年度 第18期 特定非営利活動に係る事業会計 活動計算書 (事業部門別支出)

平成30年 4月 1日 から平成31年 3月 31日 まで
特定非営利活動法人言薔エスピーオー

科  目 金   額

嗜全収支の齢)

,儘
=故=1受0■■4
-"会■′●餘 員会,■僣    ,,人
菫

"員
0費

="        ,1人
湮人全員螢費,‖        ,社
橘籠■体

…

       ,社
●

'■

レンIN●0夫■■籠凛力    ,a● 1団体

員は 葉崩 ■■はガ   ,性
格鰺 体書眼●人)    ,,人 ●■,1,人 ‐

"ス
●轟3■●

",1lω
は ,   ,,社

'■
●●晟●●

躍 韻 警
「靭 調 需 編幅騒 瞭 鰯麟

外交

…

寃3'●
'全

   ▼虐
"●

慶

`察
,日曼.“・い

,そ0●●羞

“

■燎兌          
“

″
"ヽ

ア・ ,′ .,"●●
`

ツ́,,″,`kt●■        ,,■ ,̈ヵ●●■_,t`

記念フォーラム・各種イヘ
.ン
ト参珈費収入 お珈,

受取量治:〔

フオーラム等会費

nl饉島遷♂
_常収益計

'世
界の疎燿解決」事業

のべ326人分

螢行薔洒預金利息

〈東京会日、発展型地球規模彙燿
解決)

「アジアの平和構築」事業
〈東京―北京フォーラム、日欅未来対
話.北東アシンの平和構築.日 米対

日.日 米中彙 4ヵ国対薔 )

「民主主義」事業
は 東握音、エタセレントNPO大貪、ア
プアの民主主義対薔)

その他活動 (フォーラム.ウェフ・発信、書籍)〈フォーラム・シンrシ,ム・広報)

事業費‖
2管理費

役員報酬
給料手当等
法定福利費
福利厚生費
旅費交通費
電話代
郵送科
広告宣伝費
地代家賃
会●費
お土産代
賃借料
事務用消耗品費
備品消耗品費
コピー0、印刷代
新円国書費
公租公課
支払手数料
銀行手数料
備品減衝償却費
筆費、雑根失

管理費計
経常費用計

当翔経常増減額
皿 経常外収益

準収入 ・̈借入保鵡 へ動 全74,750+過年度分修正●250.607

あ着差●21+海外旅行保険求債全27.880+受取配当全239

経常外収益針
Ⅳ 経常外費用

支払利息
保証料
襴卸贅産減少額

経常外費用計
税引前当

"正
味財産増減額

法人税、住民a及び事業税

当期正味財産増減額
前翔繰越正味財産額

次翔繰越正味財産額

1,602,000

4,920.000

4.000,000

3,000.000

5.541,394

3,500,000

931,908

31.300,000

21,162,919

148,198,000

24,245

13,524

919,000

1.715,000

392

105,187,194

89,388,346

10,968,851

1,167.745

54,795,302

226 828 382

219

169,360,919

2,672.161

5,000,000
97,869

1,476,641
731,277
376,403

119,166
240,371
205,200

0

698,451
0

181,990

10,515
0

128.632
26.249
111,750

2.419.500
373.130
63,339

0

206,712,136

325,357

28,140

234.056

214.500

7.143

12.310,483

7.805,763

350.497

505.699

L⊆E旦[堕
70.000

7,583,561

9.610.212

17,193,773

「1.事業費」支出は各事業部門固有の売上原価と販管実等を合む.

従つて.「 2.管理姜」襴の金額は非事業部門である一般管理部門のもの.



(参考資料 ) 「` 成30年 度 第18期 特定非I利活動に係る事業会計活動計算書 (事 業部FⅧ収支 )

平,t30年4月 1月 から平成01年 3月 31口 まで 東京 都:+算 書類の注記用

日

経常収入合計

I :=常収益

1受取寄m今
―設会長′学生会員会費

"附
率幹会員会,寄 附

法人会員会,丼 附

`動
本体五附(法 人)

エクセ,,ヽNPO人●
"附

(法人)

Π韓本来■ 1舌寄付 (法人 )

活動本体 琴附(個 人 ,

中国市業特別ヽ附(29法 人)

2受 取助成金等

助成金(第 11回東京―北京フォーラム

日米北東アプア平和会議.口 米 Ⅲ

韓マルチ対話.`1央 区ふるさと榊税 )

外交 .安 保調査研 究
「

業補助金

00そ の他収益

雑認販売

'ン
テレツ提供 .そ の他

記念フォーラム・i薇 イ̂ツト参,1■ 収

入

モーニングフォーフム平会 ,

受取利壇

性界の屎層解 決 その他の活動 管理 部門

NPO人贅
政策提 討

,薬
アシ7民主主

義対話

民■ ■義
今:|

東 京
(日 米中韓

平 和 i平 和

LUCF財団 1日 韓木来対
日米対話 I話

アジアの平和
合計

世界の課題解
決  合計

書籍・雑誌

"業

WFR事 業 僣 蒙普 及

その他活動
合|| 管理 部門 0合計 島合計―管理椰円

13.5241

22.815:

14.260.500i  573.4761

|   [7.172
10.5381

2.0001 01 01 1   2.001 01 01

141.24]1 5].450.483

綸賣畔 損失 (し Pヽo人 彙負● 印

万.過 年度分の道金.,用 18,力 )

人

お上産
■

言綸ブログア′,,外′椒

役員報酬

ンツ外

千数料

費

当翔経常収支差額

■■師rコ■



平成 30年度 第 18期 特定非営利活動に係る事業会計 貸借対照表

平成31年 3月 31日 現在
特定非営利活動法人言論エヌピーオー

科  目 金   額 科  目 金   額

26,415,901

8,221,964

10,156,360

16,818,648

61,612,873

53,403,471

33,640,251

18,740,754

70,000

50,326

902,140

53,403,471

8,984,371

9,610,212

7,583,561

17,193,773

70,597,24470,597,244

I 資産の部

1流動資産

現金預金

棚卸資産

未収入金/売掛金

その他流動資産

流動資産合計

2固定資産

工具器具備品

敷金

出資金

固定資産合計

資産合計

95,011

8,879,360

10,000

Ⅱ 負債の部

1流動負債

未払金

短期借入金

未払法人税等

前受金

預り金、仮受金

流動負債合計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

負債合計



書式第 16号 (法第 28条

重要な会計方針

計算書類の作成は、   発生主義会計 によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
個別原価法による洗い替え法

(2)固定資産の減価償却の方法
定率法による

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

税込処理による

2.事 業別損益の状況  添付の「活動計算書 (事業部門別収支)」 のとお り

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
なし

平成 30年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

人 言論NPO

単 :円 )

０

〕

科 目
事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

会議費

旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

■■■■■

金 額 算定方法内容

(単 :円 )

特定非営利活



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の次期繰越正味財産は    円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は    円です。

な し

5.固 定資産の増減内訳
(単位 :円 )

借入金の増減内訳
なし :円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。
なし

(単 :円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

´
０

（
＾
）

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

1 5 8 350 1,161,573 1 0 5 568 95,011 1,066, 562 95.011

158,350 1.161,573 105, 568 95,011 1,066.562 95,011

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高科 目

20,406,754 30,000,000 31,666.000 18,740,754
18.740.75420,406,754 30,000,000 31,666.000合計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内役員及び

近親者 との

取引

(活 動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



注 記 事 項

て

特定非営利活動法人言論エヌピーオー

(単位 :円 )

1重要な会計方針

(1)固定資産

の
^ してい

ア.計上基準

20万円以上で1年以上使用見込みのものを固定資産に計上しています。

イ.減価償却の方法

定率法により減価償却を実施しています。

(2)資金の範囲

資金の範囲には、現金預金及び借入金等を除く短期金銭債権債務等を含めています。

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込処理をしています。

2棚卸資産・固定資産を除く資産・負債の前期対比は、次のとおりです。   (単 位 :円 )

科  目 前期末残高 当期末残高 対比(当 期末―前期末)

現金預金 28,604,443 26,415,901 -2,188,542

未収入金/売掛金 231,360 10,156,360 9,925,000

その他流動資産 3,146,295 16,818,648 13,672,353

〈
ロ 計 31,982,098 53,390,909 ０

０
０
０

ｎ
〉

４

一

，
´

未払金 17,996,860 33,640,251 15,643,391

短期借入金 20,406,754 18,740,754 -1,666,000

未払法人税等 70,000 70,000 ｎ

υ

前受金 50,326 50,326 ｎ

）

預り金 1,124,763 902,140 -222,623

〈
ロ

ニ

ー

ヨ

ロ 39,648,703 53,403,471 13,754,768

3固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。 (単位 :円 )

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

工具器具備 品 1,161,573 1,066,562 95,011

〈
ロ 計 1,161,573 1,066,562 95,011

4保証債務、担保提供資産はありません。



平成30年度 第 18期 特定非営利活動に係る事業会計 財産目録

平成31年 3月 31日 現在
特定非営利活動法人言論エヌピーオー

科 目・ 摘
~~~要

298,518
1,827,331

23,124

7,097,582
480,838

2,902,671

844,863
5,683,602

3,075,405

3,514,468
572,522

14,323

0
31,518
9,136

40,000

8,221,964

80,400

10,075,960

__■1ュ1」L14旦

1

1

95,009
8,879,360

___.___」 LコQQ

12,450,479

8,195,834

5,736,582
1,804,931

5,452.425

26,415,901

8,221,964

80,400
10,075,960

___1≦ L旦ユfュQl旦
61,612,873

95,011
8,879,360

8,984,371

33.640,251

10 000

18,740,754

70,000
50,326

902.140

18,740,754

70,000

50,326

902.140

17,193,773

I 資産の部
1流動資産

現金預金

現金
普通預金

現金手許有高
三井住友銀行

西武信用金庫

中央労働金庫
三菱東京UFJ銀行
楽天銀行
セブン銀行
ゆうちょ銀行

書籍

雑誌等 補助金期末精算払い金
前払費用、立替金、仮払金

流 動 資 産 合 計

・ 二`・,ア
」̀

::i『

4.IndVR-50HD

鼈鞣資産̂
合 肇

.固
_  

麓  .資

赤坂支店(一 般)

赤坂支店(雑誌)

赤坂支店(補助口TBF
京橋支店(一 般/外為)

京橋支店(発 展型)

京橋支店(総合)

日本橋支店(一 般)

日本橋支店(E一NPO)
日本橋支店(LUCE)
日本橋支店(助 成)

日本橋支店

麹町中央支店
ビート支店
法人営業第一部

棚卸資産

売掛金
未収入金
その他流動資産

前前前前々期発行分迄の80%評価減控除

個
式

2固定資産
工具器具備品

敷金
出資金

Ⅱ 負債の部
1流動負債

未払金

短期借入金

未払法人税等
前受金
預り金、仮受金

  第14回東京―北京フォーラム会場費等

   東京会議2019会 場費等

通訳費第14回東京―北京フォーラム言論NPO負担劣
  1月 米国通訳料

、報告書印刷代 他

日本橋支店

都民税均等割        平成30年度分都民税
定期購読料、会議参加費
源泉所得税、仮受金等

流 動 負 債 合 計
負 債 合 計

正 味 財 産

53,403,471

棚卸資産 :

発行後1年以上の書籍は、取次会社の分を除き、期末半年間の販売率は平均0.5%以 下
そのため、法人税法基本通達9-1-6の8に基づき、書籍在庫金額について、80%の在庫評価損を計上し

言論NPOの活動内容の宣伝、渉外用として献本している。



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

平成 30年度年間役員名簿 Jl:精暦界ぢI粉∬F異騒麿脇篤語爵』甜露期
所並

特定非営利活動法人 言論NPO

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

|

住 所 又 は 居 所
氏 名

前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)

1
・監事

クト
・ウ ヤスシ

工藤 泰志

平成30年 4月 1日

～31年 3月 31日

平成30年 4月 1日

～31年 3月 31日

2
′
~ヽ

理ヽダ・監事
カワシマ アキヒコ

川島 昭彦

平成30年 4月 1日

～31年 3月 31日

年   月   日

年  月  日

3

⌒

里ヽジ 監 事

タナカ ヤヨイ

田中 弥生

平成30年 4月 1日

～31年 3月 31日

年 月

月

日

日年

4
⌒

理`ダ・監事

コシ'マ  クニオ

小島 邦夫

平成30年 4月 1日

～31年 3月 31日

年 月

月

日

日年

5

マツモト タカシ

松元 崇

平成30年 4月 1日

～31年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

6 理 事 監事

トミイエ トモミチ

冨家 友道

平成30年 4月 1日

～30年 6月 27日

年

年

月

月

日

日

7
⌒

塁ヽフ・監事
トミイエ トモミチ

冨家 友道

平成30年 6月 27日

～31年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

8

′ …́ Ⅲ
ヽ

理`ノ・監事

コント・ウ セイイチ

近藤 誠一

平成30年4月 1日

～31年 3月 31日

年 月

月

日

日年

9
⌒

巳ヽジ・監事
アオキ ショウコ・

青木 照護

平成30年 6月 27日

～31年 3月 31日

年   月 日

日年 月

10
⌒

理事 Ψ

マツタ
・ マナフ・

松田 学

平成30年 6月 27日

～31年 3月 31日

年 月

月

日

日年

曰

□

⌒

理ヽ〕陽監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

平成 31年 3月 31日現在

特定非営利活動法人 言論NPO

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 工藤 泰志

2 冨家 友道

3 松元 崇

4 明石 康

5 宮本 雄二

6 福田 修一

7 横尾 敬介

8 小島 邦夫

9 小池 信行

10 益子 哲郎

11

キッコーマン株式会社
取締役名誉会長 取締
会議長 茂木 友三郎

12




